
「中小企業等協同組合法施行規則の一部を改正する省令案及び中小企業等協同組合法施行規程の一部を改正する告示案」に対する意見の募集について
平成２４年４月
中小企業庁 経営支援課

　中小企業庁では、中小企業等協同組合法施行規則（省令）及び中小企業等協同組合法施行規程（告示）の一部改正を予定しております。このため、下記の要領により、広く国民の皆様からご意見を募集いたします。
記
１．意見募集期間
　　平成２４年４月６日（金）～平成２４年５月６日（日）必着
  ※電子メール及びＦＡＸは平成２４年５月６日（日）１８時まで
２．資料（改正概要及び新旧対照条文）の入手方法
　　意見募集の対象となる新旧対照条文及び改正案の概要については、電子　政府の総合窓口（e-gov）（http://www.e-gov.go.jp）の「パブリックコメント」欄に掲載するとともに、中小企業庁経営支援課で配布し、かつ閲覧できます。　
３．意見送付要領
　　下記のいずれかの方法で、日本語にてご意見を送付して下さい。なお、　お電話によるご意見の受付には対応いたしかねますので、あらかじめご了承下さい。
　◆電子メールの場合
意見提出用紙に氏名、連絡先及び本件へのご意見をご記入の上、下記のメールアドレス宛にお送り下さい。
電子メールアドレス：business-support@meti.go.jp
　◆ＦＡＸの場合
意見提出用紙に氏名、連絡先及び本件へのご意見をご記入の上、下記のＦＡＸ番号宛にお送り下さい。

中小企業庁経営支援課　共済班　宛
　　 ＦＡＸ番号：03-3501-7099
　◆郵送の場合
意見提出用紙に氏名、連絡先及び本件へのご意見をご記入の上、下記の住所宛にお送り下さい。
  　  〒100-8912　東京都千代田区霞が関1-3-1

　　　　　　　　　中小企業庁経営支援課　共済班　宛
　　　（他の郵便物との判別のため、封筒表面に「パブリックコメントへの
　　　　意見」と明記して下さい。）
４．公開について
◆ご提出いただきましたご意見については、氏名、住所、電話番号、ＦＡＸ番号及びメールアドレスを除き、すべて公開される可能性があることを、あらかじめご承知おき下さい。ただし、ご意見中に、個人に関する情報であって特定の個人を識別しうる記述がある場合及び個人・法人等の財産権等を害するおそれがあると判断される場合には、公表の際に当該箇所を伏せさせていただきます。

◆ご意見に附記された氏名、連絡先等の個人情報につきましては、適正に管理し、ご意見の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認といった、本件に対する意見公募に関する業務にのみ利用させていただきます。

中小企業庁　経営支援課　パブリックコメント担当　宛
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【記入例】
	［氏名］
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